
平成２９年度
学生生活にかかるリスクの把握と対応に関するセミナー

平成２９年１１月２７日（月）

文部科学省 高等教育局 学生・留学生課長 井 上 諭 一
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消費者教育の推進

・悪質商法等の被害や契約等のトラブルに遭う学生は少なくない。

・成人年齢が１８歳に引き下げられた場合、大学生は全員成人となり、
消費者トラブルに巻き込まれる可能性は従前に増して高まる。

学生からの相談に対応するほかにも、学生に対する各種の消費生活や消費
者問題に関する情報や知識の提供機会を拡大していくことが求められる。

学生に対してなるべく早い段階、例えば、入学時のガイダンス等で、契約に関
するトラブルやその対処方法について啓発を行うことが考えられる。

○学生に対する事件・事故の防止等に関する指導・啓発の実施割合（消費者問題）
→ 学内広報物による周知（６１．５％）、ガイダンス（５５．３％）、ホームページへの掲載（１８．０％）

（出典：大学等における学生支援の取組状況に関する調査（平成27年度））

・消費者教育の推進に関する法律（平成２４年法律第６１号）
・消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成２５年６月２８日閣議決定）
・内閣府消費者委員会「成年年齢引下げ対応検討ワーキング・グループ」報告書（平成29年１月）

＜参考＞
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・大学学部（昼間部）の７３．２％がアルバイトに従事。（平成26年度学生生活調査／ＪＡＳＳＯ）

・アルバイトにより学業に支障が出ることは望ましいことではない。
・アルバイトで働く学生の方々も労働者である以上、

当然に適切な労働条件が確保されなければならない。

学生がいわゆる「ブラックバイト」や働基準法違反等のトラブルに巻き込まれ
ないよう、大学等において、労働関係法規や労働者の権利に関する理解促
進が必要。

学生アルバイト問題・労働法制の普及・啓発

厚労省作成ハンドブック「知って役立つ労働法」、「これってあり？まんが知って役立つ労働法Ｑ＆Ａ」

現在、厚労省と協力し、教職
員等が学生に指導等行う際に
活用できる資料（教材）を作
成中。

（平成29年度中に完成予定）
→完成後は、各大学へ周知予定

＜参考＞
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自殺対策
・我が国の自殺者は年間２万人超。うち大学生は約400人。

・原因として学業不振、進路に関する悩み、うつ病、就職失敗が多数

・２０歳代や３０歳代における死因の第一位が自殺

各大学における学生相談を担当する教職員の能力の向上、ノウハウや情報
の共有、学内の連携向上等、学生の心の相談体制の強化が重要

・自殺対策基本法（平成１８年法律第８５号 最終改正平成28年）

・自殺総合対策大綱（平成29年7月25日閣議決定）

・大学生の自殺の原因・動機（出典：平成27年版自殺対策白書）
男性：「学業不振」、「その他進路に関する悩み」、「うつ病」、「就職失敗」の比率が高い。
女性：「うつ病」、「その他進路に関する悩み」、「学業不振」、「その他の精神疾患」の比率が高い。

＜参考＞
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飲酒事故防止

・例年、未成年を含む学生の飲酒による事故や飲酒の強要等が発生

・各種メディアにも、頻繁に取り上げられる社会的問題

・アルコール問題は、飲酒運転、暴力、自殺、依存などにも密接に関連

各大学おける、飲酒事故防止等に係る徹底した取
組（飲酒に伴うリスクの啓発やアルコールハラスメ
ント防止、未成年者の飲酒防止等）が不可欠。

・アルコール健康障害対策基本法（平成２５年法律第１０９号）
・アルコール健康障害対策推進基本計画（平成２８年５月）

・厚生労働省ＨＰ（アルコール健康障害対策）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000176279.html

・毎年11 月 10 日～16 日：アルコール関連問題啓発週間

＜参考＞

１０月後半に全大学へ送付
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薬物乱用防止

・合法ハーブ等と称して販売される薬物等、乱用される薬物の多様化

・インターネット等により、容易に入手することが可能

啓発パンフレット「薬物のない学生生活
のために」を活用する等、様々な機会を
通じて薬物乱用防止に関する教職員の
意識の向上や、留学生を含む学生・生
徒に対する指導の充実が必要。

・第四次薬物乱用防止五か年戦略（平成25年８月）

・危険ドラッグの乱用の根絶のための緊急対策（平成26年7月）

＜参考＞

http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/__icsFiles/afieldfile/2017/03/21/1344688_01_1.pdf
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・近年、若い女性がアダルトビデオ（ＡＶ）への出演を強要されたり、
「ＪＫビジネス」と呼ばれる営業により性的被害に遭う問題が発生

・被害が顕在化しにくい

入学ガイダンスでの注意喚
起、警察や法テラスなど相
談窓口の周知等未然防止
の取組や、被害学生への
心のケアや関係機関への
適切なつなぎ等、被害を受
けてしまった場合の回復の
取組等が重要

＜参考＞

性暴力への対応

『いわゆる「ＪＫビジネス」及びアダルトビデオ出
演強要の問題についての報告書』
（平成２９年３月／内閣府・女性に対する暴力に関
する専門調査会）
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多様な性のあり方についての理解促進

・性的指向（Sexual Orientation）や性自認（Gender Identity）の多様な
あり方について、社会の理解が進んでいるとは必ずしも言えず、未だ
にいじめや差別などの対象とされやすい現実

・国内のLGBT層の比率は7.6％（電通ダイバーシティ・ラボ「ＬＧＢＴ調査2015」）

当事者が直面する様々な困難に向き合い、課題の解決に向けて積極的に取
り組むことが求められている。

まずは教職員が、偏見等をなくし理解を深めることが必要。

「性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対するきめ細やかな対応等の実施について（教職員向け）」平成27年4月（初等
中等教育局 児童生徒課）
平成11年3月30日（文高大第211号）「文部省におけるセクシャル・ハラスメントの防止等に関する規程の制定について（通知）」
JASSO「教職員のための障害学生修学支援ガイド（平成26年度改定版）」性同一性障害に対する配慮すべき内容などについて記載（P225、
P251）http://www.jasso.go.jp/gakusei/tokubetsu_shien/guide_kyouzai/guide/index.html
JASSO「障害のある学生への支援・配慮事例」 学生からの申し出内容、大学の対応内容等を記載
性同一性障害に関する事例については、P172（NO.2）、P175（NO.5）、P181（NO.11）、P188（NO.18）に記載
http://www.jasso.go.jp/gakusei/tokubetsu_shien/chosa_kenkyu/jirei/index.html

＜参考＞
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ハラスメントへの対応
・ 各大学においてもセクシャル・ハラスメント、アカデミック・ハラスメ
ント、パワー・ハラスメント等の様々なハラスメントへの対応が求めら
れている。
・ ハラスメントについて、学内の全ての学生及び教職員が相談できる
窓口の設置はほとんどの大学で進められているが、全学的な調査・
対策の常設機関を設けている大学は58.8%

全ての学生及び教職員が相談できる窓口やハラスメントの防止・対策のため
の調査委員会等の整備・充実が必要。

学内の相談窓口のみならず、外部の相談機関を活用することも有効。

「文部省におけるセクシャル・ハラスメントの防止等に関する規程の制定について（通知）」（平成11年3月30日文高大第211号）
第4次男女共同参画基本計画（平成27年12月25日閣議決定）
性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対するきめ細かな対応等の実施について（教職員向け）（平成28年4月)
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/04/1369211.htm
事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置についての指針（平成28年厚生労働省告示第314号) 
法務省における人権相談について http://www.moj.go.jp/JINKEN/index_soudan.html
人権相談・調査救済制度リーフレット ※相談窓口の連絡先、相談・調査救済制度の手続の流れ、実際の事例などを簡潔に記載し、法務局が行う相談・調査救済の内容を説明。

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken03_00194.html
● 外国人のための人権相談について http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken21.html
● 各国立大学のハラスメント相談窓口（国立大学協会ＨＰ） http://www.janu.jp/univ/harassment/

＜参考＞

（平成26年度大学における教育内容等の改革状況について（文科省調べ））
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